
平
成
30
年
度

　

平
成
30
年
２
月
26
日
開
催
の
第
１
９
６
回
組
合
会
で
、
平
成
30
年
度
事
業
計

画
及
び
予
算
が
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

今
年
度
は
、
短
期
経
理
に
お
い
て
、
高
齢
者
医
療
制
度
に
対
す
る
納
付
金
等

が
減
額
と
な
っ
た
も
の
の
、
前
年
度
に
引
き
続
き
全
国
連
合
会
の
財
政
支
援
を

受
け
る
予
算
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
掛
金
・
保
険
料
及
び
負
担
金
の
減
収
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
関
連
事
務
費

の
増
加
及
び
貸
付
・
物
資
供
給
事
業
に
係
る
利
率
引
下
げ
な
ど
の
影
響
か
ら
、

短
期
経
理
（
介
護
保
険
を
含
む
。）、
業
務
経
理
、
保
健
経
理
、
貯
金
経
理
、
貸

付
経
理
、
物
資
経
理
の
６
経
理
で
当
期
損
失
金
が
見
込
ま
れ
る
非
常
に
厳
し
い

予
算
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

●組合員数　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　（単位：人）

組 合 員 種 別 平成30年度末推計

一般組合員
一 　 般 　 職 12,746
特 　 別 　 職 49

市　 町　 村　 長　 組　 合　 員 19
特　 定　 消　 防　 組　 合　 員 1,721
長 期 組 合 員（ 特 別 職 ） 1
市 町 村 長 長 期 組 合 員 1
船　 員　 一　 般　 組　 合　 員 15
継　 続　 長　 期　 組　 合  員 0

小 　 　 　 　 　 　 計 14,552
任　 意　 継　 続　 組　 合　 員 228

合 　 　 　 　 　 　 計 14,780

●所属所数　　　　　　　　
市 町 一部事務組合等 計
11 9 21 41

●各経理の収支推計　　　　　　　　　　 　　　　（単位：千円）

収　入 支　出 当期利益金
（△当期損失金）

短 期 経 理
9,685,572 10,040,768 △　355,196

915,231 928,196 △  　12,965
厚生年金保険経理 19,831,111 19,831,111 0
退 職 等 年 金 経 理 1,267,302 1,267,302 0
経 過 的 長 期 経 理 146,733 146,733 0
退職等年金預託金管理経理 5,212 5,212 0
経過的長期預託金管理経理 21,545 21,545 0
業 務 経 理 295,838 301,802 △　　 5,964

保 健 経 理
395,414 399,070 △　　 3,656

7,080 7,080 0
宿 泊 経 理 279,374 267,674 11,700
貯 金 経 理 629,508 754,658 △　125,150
貸 付 経 理 38,782 47,740 △　 　8,958
物 資 経 理 6,593 10,857 △　 　4,264
合 　 　 　 計 33,525,295 34,029,748 △　504,453
※短期経理の欄の上段は医療保険、下段は介護保険の収支を示す。
※保健経理の欄の上段は保健事業、下段はメンタルヘルス対策事業の収支を示す。

区分

経理名
375,491

368,763
381,826

374,152
384,916

377,176

14,529 14,541 14,552

28年度末

単位（人、円）

（実績）

期
長

期
短

29年度末
（見込み）

30年度末
（推計）

組合員数及び平均標準報酬月額の推移
（任意継続組合員を除く。）

組合員数
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平成29年度平成30年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

●掛金率・負担金率及び公的負担金率等一覧表（平成30年度）

掛　金　率 負　担　金　率

短　　　　期 厚生年金 退職等
年金

保健
短　　　　期 厚生年金 退職等

年金
保健

短期分 介護分 4月〜 9月 短期分 介護分 4月〜 9月

 一般組合員（一般職）
 一般組合員（特別職）
市 町 村 長 組 合 員
特 定 消 防 組 合 員

48.96 7.17 89.93 91.50 7.5 2.0 49.85 7.17 89.93 91.50 7.5 2.0 

船 員 一 般 組 合 員 47.30 7.17 89.93 91.50 7.5 2.0 52.40 7.17 89.93 91.50 7.5 2.0

 長期組合員（特別職）
市町村長長期組合員

1.72 − − − 7.5 2.0 1.72 − − − 7.5 2.0

継 続 長 期 組 合 員 − − 89.93 91.50 7.5 − − − 89.93 91.50 7.5 −

区　分

組合員種別

特 別 財 政 調 整
負 担 金 率

育 児 ・ 介 護
公 的 負 担 金 率 基礎年金公的負担金率 経 過 的 長 期

負 担 金 率

一般組合員（一般職）
一般組合員（特別職）
市 町 村 長 組 合 員
特 定 消 防 組 合 員
船 員 一 般 組 合 員

0.2 0.05 39.0 0.1035

 長期組合員（特別職）
市町村長長期組合員

− 0.05 39.0 0.1035

継 続 長 期 組 合 員 − − 39.0 0.1035

※ ■ は4月1日から変更になった部分

区　分
組合員種別

（単位：‰）

その他（委託費・
賃借料・普及費など）
60,244（20.0％）

事務費負担金
払込金・
連合会分担金
108,765（36.0％）

職員給与・
旅費・事務費
132,793
（44.0％）

利息及び配当金　42　

負担金
179,536
（60.7％）

連合会交付金
80,117
（27.1％）

その他
160　

短期経理より繰入
35,983（12.2％）

当期損失金
5,964

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

301,802
（単位：千円） 

支出
295,838
（単位：千円） 

収入

業
務
経
理

こ
の
経
理
で
は
、
短
期
給
付
及
び
長
期

給
付
事
業
を
行
う
た
め
の
事
務
に
要
す
る

費
用
等
を
賄
っ
て
お
り
、
地
方
公
共
団
体

の
事
務
費
負
担
金
（
組
合
員
１
人
当
た
り

年
額
１
万
２
３
２
４
円
）、
短
期
経
理
か
ら

の
繰
入
金
（
組
合
員
１
人
当
た
り
２
４
７

０
円
）
及
び
全
国
市
町
村
職
員
共
済
組
合

連
合
会
（
以
下
「
全
国
連
合
会
」
と
い
う
。）

か
ら
の
交
付
金
（
組
合
員
１
人
当
た
り
４

８
９
９
円
）
に
よ
り
運
営
す
る
こ
と
と
な

り
ま
す
。

今
年
度
は
、
情
報
連
携
の
た
め
の
中
間

サ
ー
バ
ー
設
置
に
係
る
運
用
保
守
費
用
等

の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
関
連
費
用
や
、
年
金
受

給
者
の
増
加
に
伴
う
郵
送
料
等
事
務
費
用

の
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

大
変
厳
し
い
収
支
状
況
で
は
あ
り
ま
す

が
、
引
き
続
き
事
務
処
理
の
効
率
化
及
び

適
正
化
に
努
め
、
一
層
の
経
費
節
減
を

図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。
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こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
及
び
そ
の
被

扶
養
者
の
医
療
に
係
る
給
付
、
出
産
・
休

業
・
災
害
な
ど
に
係
る
給
付
及
び
介
護
保

険
制
度
の
運
営
に
必
要
な
資
金
の
収
納
及

び
納
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

【
短
期
給
付
関
係
】

医
療
費
や
出
産
費
な
ど
の
保
健
給
付
は

37
億
９
５
８
０
万
円
と
な
り
、
前
年
度
よ

り
２
４
５
０
万
円
の
減
少
と
な
る
見
込
み

で
、
前
期
高
齢
者
納
付
金
に
つ
い
て
も
、

25
億
７
３
９
０
万
円
で
、
前
年
度
見
込
額

よ
り
４
億
３
２
０
０
万
円
の
大
幅
減
少
と

な
る
見
込
み
で
す
。

こ
の
高
齢
者
医
療
制
度
に
対
す
る
納
付

金
等
の
減
少
等
の
影
響
に
よ
り
、
財
源
率

は
、
前
年
度
よ
り
４
・
２
２
‰
引
き
下
げ

99
・
７
‰
と
な
り
、
こ
の
う
ち
高
齢
者
医

療
制
度
の
支
援
に
要
す
る
財
源
率
（
特
定

保
険
料
率
）
は
、50
・
８
４
‰
と
な
り
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
高
齢
者
医
療
制
度
に

対
す
る
納
付
金
等
の
総
額
は
、
44
億
５
９

０
万
円
で
、
短
期
給
付
に
係
る
支
出
の
４

割
以
上
を
占
め
て
お
り
、
前
年
度
か
ら
引

き
続
き
、
全
国
連
合
会
調
整
交
付
金
の
財

政
支
援
を
受
け
る
予
算
と
な
り
ま
し
た
。

※
短
期
財
源
率
に
つ
い
て
は
、
12
Ｐ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

【
介
護
保
険
関
係
】

介
護
保
険
に
つ
い
て
は
、
40
歳
以
上
65

歳
未
満
の
組
合
員
に
つ
い
て
、
共
済
組
合

が
保
険
料
を
収
納
し
、
社
会
保
険
診
療
報

酬
支
払
基
金
に
納
付
し
て
い
ま
す
。

今
年
度
は
、
介
護
給
付
費
の
増
加
に
よ

り
介
護
納
付
金
が
前
年
度
よ
り
も
１
８
７

０
万
円
増
の
９
億
２
７
５
０
万
円
と
な
る

見
込
み
で
す
。

こ
の
た
め
、
財
源
率
は
、
前
年
度
よ
り

０
・
０
２
‰
引
き
上
げ
て
14
・
３
４
‰
と

な
り
ま
す
。

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

給付金（保健・
休業・災害）
4,161,776
（38.0％）

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金
4,368,997（39.8％）

その他（連合会払込金など）
699,270（6.4％）

次年度繰越支払準備金
659,066（6.0％）

前年度繰越支払準備金
当期短期損失金
355,196

661,642（6.3％）

当期介護損失金
12,965

附加給付・
一部負担金払戻金
79,416（0.7％）

介護納付金
927,517（8.5％）

老人保健・退職者
給付拠出金
36,939（0.3％）

業務経理へ繰入
35,983（0.3％）

介護掛金・負担金

調整交付金
77,047（0.7％）

915,225（8.6％）

その他
378,879（3.6％）

短期掛金・負担金
8,568,010（80.8％）

（単位：千円） 

収入
10,600,803

（単位：千円） 

支出
10,968,964

短
期
経
理

平成29年度平成30年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

●短期経理収支状況 

金
益
利

 

金
足
不

 

239,907

383,396

-141,118

-59,905 -32,335
-76,900

（単位：千円） 

24年度
実績

25年度
実績

26年度
実績

27年度
実績

28年度
実績

29年度
見込み

-368,161

30年度
推計

（注）介護保険の収支を含んだ短期経理の収支状況となっています。 
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こ
の
経
理
で
は
、
平
成
27
年
10
月
か
ら
の
被
用
者

年
金
一
元
化
以
降
、
厚
生
年
金
給
付
等
の
原
資
と
な

る
組
合
員
保
険
料
・
負
担
金
（
保
険
料
）
を
収
納
し
、

全
国
連
合
会
へ
全
額
納
付
し
て
い
ま
す
。

平
成
29
年
９
月
か
ら
の
財
源
率
は
１
７
９
・
８

６
‰
、
組
合
員
の
保
険
料
は
89
・
９
３
‰
、
平
成
30

年
９
月
か
ら
の
財
源
率
は
１
８
３
・
０
０
‰
と
な
り
、

上
限
に
達
し
、
組
合
員
の
保
険
料
は
91
・
５
０
‰
に

な
り
ま
す
。

退
職
等
年
金
経
理

こ
の
経
理
で
は
、
平
成
27
年
10
月
か
ら
の
被
用
者

年
金
一
元
化
以
降
、
職
域
年
金
部
分
廃
止
後
の
新
た

な
年
金
と
し
て
創
設
さ
れ
た
退
職
等
年
金
給
付
及
び

平
成
27
年
10
月
以
後
の
公
務
障
害
給
付
・
公
務
遺
族

給
付
の
原
資
と
な
る
掛
金
・
負
担
金
を
収
納
し
、
全

国
連
合
会
へ
全
額
納
付
し
て
い
ま
す
。

前
年
度
に
引
き
続
き
、
財
源
率
は
15
‰
、
組
合
員

の
掛
金
率
は
７
・
５
‰
で
す
。

（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

掛金払込金
633,651
（50.0％）

負担金払込金
633,651
（50.0％）

掛金
633,651
（50.0％）

負担金
633,651
（50.0％）

（単位：千円） 

支出
1,267,302

（単位：千円） 

収入
1,267,302

（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

組合員保険料
払込金
7,665,245
（38.7％）

負担金払込金
12,165,866
（61.3％）

組合員保険料
7,665,245
（38.7％）

負担金
12,165,866
（61.3％）

（単位：千円） 

支出
19,831,111

（単位：千円） 

収入
19,831,111

平成29年度平成30年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

経
過
的
長
期
経
理

こ
の
経
理
で
は
、
平
成
27
年
10
月
か
ら
の
被
用
者

年
金
一
元
化
以
降
、
そ
れ
以
前
の
共
済
年
金
の
旧
職

域
相
当
部
分
の
給
付
、
既
裁
定
公
務
障
害
給
付
及
び

公
務
遺
族
給
付
の
原
資
と
な
る
負
担
金
を
収
納
し
、

全
国
連
合
会
へ
全
額
納
付
し
て
い
ま
す
。

今
年
度
の
財
源
率
は
０
・
１
０
３
５
‰
で
、
組
合

員
の
負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

負担金払込金
146,733
（100.0％）

負担金
146,733
（100.0％）

146,733
（単位：千円） 

支出

146,733
（単位：千円） 

収入

厚
生
年
金
保
険
経
理
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平成29年度平成30年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

保
健
経
理

保

健

関

係

人 間 ド ッ ク 利 用 助 成
保 養
関 係

愛 媛 共 済 会 館 利 用 助 成

脳 ド ッ ク 利 用 助 成 新 婚 ・ 銀 婚 等 利 用 助 成

が

ん

検

診

等

補

助

ミ ニ
ドック

眼 底 検 査 福 祉 施 設 利 用 助 成

大腸がん検査
講 座
関 係

労働安全衛生業務担当者研修会

HbA1c検査 ラ イ フ プ ラ ン セ ミ ナ ー

血清クレアチニン検査 健 康 講 習 会 補 助

肺がん
検 診

デジタルCR

そ の 他

デ ー タ ヘ ル ス 事 業

ヘリカルCT 電話健康・メンタルヘルス相談

胃 が ん 検 診 県・市町連携によるメンタルヘルス対策事業

子 宮 が ん 検 診 そ の 他

乳 が ん 検 診
特定健診
保健指導

特 定 健 康 診 査
特 定 保 健 指 導

前 立 腺 が ん 検 診

インフルエンザ予防接種補助

はり・きゅう施術料助成（※平成30年3月31日までの施術に係るもの）

事 業 の 種 類
（単位：百万円） 

270

係
関
健
保

 

8

係
関
養
保

 

7

る
よ
に
携
連
町
市
・
県

 

業
事
策
対
ス
ル
ヘ
ル
タ
ン
メ

 

2

係
関
座
講

 

3

他
の
そ

 

29

・
査
診
康
健
定
特

 

導
指
健
保
定
特

 

種類別事業計画額 

こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
及
び
被
扶
養
者
の
健
康

の
保
持
・
増
進
の
た
め
、人
間
ド
ッ
ク
等
の
利
用
助
成
、

デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
事
業
、
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健

指
導
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

掛
金
・
負
担
金
の
増
収
が
見
込
め
な
い
中
、
人
間

ド
ッ
ク
等
利
用
助
成
の
助
成
金
額
を
平
成
30
年
度
か

ら
２
万
４
０
０
０
円
に
引
き
下
げ
、
平
成
30
年
３
月

末
を
も
っ
て
、
は
り
・
き
ゅ
う
施
術
料
補
助
金
を
廃

止
し
ま
し
た
。

人
間
ド
ッ
ク
等
利
用
助
成
な
ど
の
保
健
関
係
及
び

え
ひ
め
共
済
会
館
利
用
助
成
な
ど
の
保
養
関
係
等
、

保
健
事
業
に
要
す
る
費
用
は
、
前
年
度
よ
り
１
４
４

０
万
円
減
の
２
億
９
０
１
０
万
円
を
見
込
ん
で
お
り

ま
す
。

40
歳
以
上
の
組
合
員
及
び
被
扶
養
者
を
対
象
と
し

た
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
に
つ
い
て
は
、

保
健
師
が
所
属
所
に
お
伺
い
し
、
組
合
員
の
生
活
習

慣
病
予
防
に
対
す
る
意
識
の
向
上
及
び
健
康
状
態
の

改
善
に
努
め
ま
す
。

ま
た
、
組
合
員
の
特
定
健
康
診
査
の
受
診
率
向
上

の
た
め
、
所
属
所
に
対
す
る
が
ん
検
診
等
補
助
の
対

象
に
血
清
ク
レ
ア
チ
ニ
ン
検
査
を
追
加
し
、
被
扶
養

者
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
つ
い
て
も
引
き
続

き
実
施
し
ま
す
。

40
歳
未
満
の
組
合
員
に
対
し
て
は
、
デ
ー
タ
ヘ
ル

ス
事
業
と
し
て
、所
属
所
と
の
協
働（
コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス
）

に
よ
り
事
業
者
健
診
情
報
、
人
間
ド
ッ
ク
等
健
診
情

報
及
び
レ
セ
プ
ト
デ
ー
タ
を
分
析
し
、
受
診
勧
奨
や

保
健
指
導
を
行
い
ま
す
。

県
・
市
町
連
携
に
よ
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
事

業
に
つ
い
て
は
、
参
加
構
成
団
体
か
ら
の
補
助
金
に

よ
り
実
施
い
た
し
ま
す
。

※
特
定
健
康
診
査
に
係
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
つ
い

て
は
、
15
Ｐ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

その他
42,001（10.3％）宿泊経理へ繰入

21,000（5.2％）

連合会分担金
3,594（0.9％）

職員給与・
旅費・事務費
20,945
（5.2％）

特定健康診査等費
28,484（7.0％）

掛金・負担金
395,366（98.2％） 厚生費

290,126（71.4％）

補助金
7,080（1.8％）

利息及び配当金　
48

当期損失金
3,656

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

（単位：千円） 

収入
402,494

（単位：千円） 

支出
406,150
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こ
の
経
理
で
は
、
組
合
員
の
皆
様
か
ら

お
預
か
り
し
た
資
金
を
安
全
か
つ
効
率
的

に
運
用
し
て
、
組
合
員
の
皆
様
の
生
活
設

計
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
貯
金

事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

今
年
度
も
貯
金
利
率
は
１
・
０
％
と
し
、

年
度
末
の
貯
金
残
高
は
５
４
４
億
円
、
１

人
当
た
り
の
貯
金
額
は
６
２
４
万
円
、
加

入
率
は
59
・
０
１
％
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

貯
金
経
理
の
資
産
は
、
本
組
合
で
定
め

る
資
金
の
管
理
・
運
用
基
準
に
基
づ
き
、

国
債
等
の
債
券
を
中
心
と
し
て
運
用
し
て

い
ま
す
。

ま
た
、
前
年
度
と
今
年
度
は
、
本
年
４

月
か
ら
８
月
に
か
け
て
行
う
「
え
ひ
め
共

済
会
館
」
の
改
修
工
事
に
係
る
費
用
の
一

部
を
宿
泊
経
理
に
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
し

て
い
ま
す
。

毎
月
の
給
与
又
は
期
末
勤
勉
手
当
か
ら

の
控
除
に
よ
る
定
例
貯
金
の
ほ
か
、
専
用

振
込
用
紙
で
金
融
機
関
の
窓
口
か
ら
振
り

込
む
臨
時
増
額
貯
金
も
で
き
ま
す
の
で
、

未
加
入
の
方
は
、
是
非
ご
加
入
く
だ
さ
い
。

 

資産総額　593億388万円

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

預金
21,092,352
（35.57%）

地方債
8,398,129
（14.16%）

政保債等
14,088,909
（23.76％）

社債
8,694,155（14.66％）

長期貸付金
241,000
（0.41％）

その他
108,114
（0.18％）

公営企業債
300,000（0.50％）

国債
6,381,229（10.76%）

貯金経理の資産運用計画　（単位：千円） 

貯金事業の現況（平成30年度末推計）
貯金者数　8,720人

貯金額　544億円

一人当たり貯金額　624万円

加入率　59.01％

その他
27,846
（3.7％）

支払利息
542,566（71.9％）

宿泊経理へ相互繰入
157,247（20.8％）

職員給与・
旅費・事務費
26,999（3.6％）

その他
2,731（0.4％）

利息及び配当金
626,777（99.6％）

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

当期損失金
125,150

（単位：千円） 

収入
629,508

（単位：千円） 

支出
754,658

貯
金
経
理

平成29年度平成30年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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貸
付
経
理

こ
の
経
理
で
は
、
経
過
的
長
期
預
託
金
管

理
経
理
及
び
退
職
等
年
金
預
託
金
管
理
経
理

か
ら
資
金
を
借
り
入
れ
、
組
合
員
の
皆
様
の

住
宅
建
設
・
購
入
資
金
、
入
学
・
修
学
等
の

教
育
資
金
や
自
動
車
購
入
資
金
等
の
貸
付
け

を
行
っ
て
い
ま
す
。

組
合
員
数
の
減
少
や
社
会
情
勢
の
変
化
に

よ
り
、
貸
付
件
数
、
貸
付
金
残
高
と
も
に
年
々

減
少
し
て
お
り
、
年
度
末
の
貸
付
残
高
は
、

前
年
度
末
よ
り
１
億
８
５
０
０
万
円
減
の
29

億
４
９
０
０
万
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

な
お
、
貸
付
事
故
（
自
己
破
産
、
民
事
再

生
手
続
な
ど
に
よ
る
貸
倒
れ
）
の
増
加
は
、

保
険
料
の
増
加
に
つ
な
が
り
、
財
政
を
圧
迫

す
る
要
因
と
な
り
ま
す
の
で
、
引
き
続
き
所

属
所
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
償
還
能
力
な
ど

の
事
前
審
査
を
強
化
し
、
貸
付
事
故
防
止
に

努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

平
成
30
年
１
月
か
ら
は
、
貸
付
利
率
を
１
・

２
６
％
に
引
き
下
げ
ま
し
た
の
で
、
銀
行
等

か
ら
教
育
ロ
ー
ン
や
自
動
車
ロ
ー
ン
な
ど
の

借
入
れ
を
予
定
さ
れ
て
い
る
方
は
、
貸
付
事

業
の
ご
利
用
に
つ
い
て
も
ご
検
討
く
だ
さ

い
。

※
貸
付
事
業
に
つ
い
て
は
、
16
Ｐ
を
ご
覧
く

だ
さ
い
。

支払利息
26,750（56.0％）

連合会払込金
2,928（6.1％）

その他
（賃借料・負担金など）　
6,427（13.5％）

職員給与・旅費・事務費
11,635（24.4％）

（　）内は収入に占める割合 （　）内は支出に占める割合 

（単位：千円） 

収入
38,782

（単位：千円） 

支出
47,740

組合員貸付金利息
38,031（98.1％）

当期損失金
8,958

利息及び配当金
535（1.4％）

連合会交付金
216（0.5％）

●平成30年度末貸付金推計　　

種　　　類 件数 金額（千円） 割合

普 通 貸 付 949 850,518 28.84 

住 宅 貸 付 638 1,550,613 52.58 

在宅介護対応住宅貸付 28 37,631 1.28 

災 害 貸 付 2 15,180 0.51 

特 別 貸 付 451 493,901 16.75 

高額医療貸付 1 1,000 0.03 

出 産 貸 付 1 420 0.01 

合 計 2,070 2,949,263 100.00

●償還額計算例（普通貸付・貸付利率　年1.26％・4月から償還開始の場合）

貸付金額 償還回数 償還額（月額） 償還額（ボーナス） 償還額（合計）

500,000円 60回 8,603円 − 516,145円

1,000,000円
90回 11,650円 − 1,048,467円

72回 9,617円 28,851円 1,038,583円

1,500,000円
108回 14,699円 − 1,587,382円

84回 12,442円 37,326円 1,567,592円

2,000,000円
120回 17,747円 − 2,129,637円

96回 14,605円 43,815円 2,103,133円

※上段は毎月償還のみ、下段はボーナス償還を併用した場合の計算例です。
※償還回数は貸付金額によって決まっています。
※償還額（月額）の最終回は端数調整のため異なる場合があります。

平成29年度平成30年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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●償還額計算例（立替金利率　年1.9％・６月から償還開始の場合）

立替金額合計 毎月償還分 賞与償還分 償還回数 償還額（月額） 償還額（ボーナス） 償還額（合計）

1,000,000円

1,000,000円 0円
60回 17,484円 − 1,049,010円

48回 21,651円 − 1,039,246円

750,000円 250,000円
毎月60回・賞与10回 13,113円 26,118円 1,047,926円

毎月48回・賞与 8 回 16,238円 32,344円 1,038,181円

500,000円 500,000円
毎月60回・賞与10回 8,742円 52,236円 1,046,849円

毎月48回・賞与 8 回 10,825円 64,689円 1,037,125円

2,000,000円

2,000,000円 0円
60回 34,968円 − 2,098,056円

48回 43,302円 − 2,078,522円

1,500,000円 500,000円
毎月60回・賞与10回 26,226円 52,236円 2,095,894円

毎月48回・賞与 8 回 32,477円 64,689円 2,076,396円

1,000,000円 1,000,000円
毎月60回・賞与10回 17,484円 104,473円 2,093,737円

毎月48回・賞与 8 回 21,651円 129,379円 2,074,282円

※償還回数は60回を限度として設定できます。
※賞与償還分は立替金額の２分の１以内で設定できます。
※償還額の最終回は端数調整のため異なる場合があります。

当期損失金
4,264

（　）内は収入に占める割合 （　）内は支出に占める割合 

（単位：千円） 

収入
6,593

（単位：千円） 

支出
10,857

その他
83（1.3％）

支払利息
2,222
（20.5％）保険料

3,794（34.9％）

職員給与・
旅費・事務費
1,344（12.4％）

その他
（普及費・賃借料など）
3,497（32.2％）

受取手数料
6,510（98.7％）

　

こ
の
経
理
で
は
、
貯
金
経
理
か
ら
資
金
を

借
り
入
れ
、
組
合
員
の
皆
様
が
、
本
組
合
の

契
約
業
者（
指
定
店
）か
ら
自
動
車
等
を
購
入

す
る
際
に
、
購
入
代
金
を
本
組
合
が
立
替
払

い
す
る
物
資
供
給
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

組
合
員
数
の
減
少
等
に
よ
り
、
利
用
件
数
、

利
用
金
額
と
も
に
年
々
減
少
し
て
お
り
ま
す

が
、
今
年
度
は
１
億
６
５
６
０
万
円
の
販
売

と
な
る
見
込
で
す
。

　

貸
付
事
故
の
発
生
は
、
翌
年
度
以
降
の
保

険
料
の
大
幅
な
増
加
に
つ
な
が
り
、
収
支
悪

化
の
要
因
と
な
り
ま
す
の
で
、
物
資
供
給
事

業
の
ご
利
用
を
ご
検
討
い
た
だ
い
て
い
る
方

へ
計
画
的
な
ご
利
用
を
お
願
い
す
る
と
と
も

に
、
引
き
続
き
所
属
所
と
連
携
を
図
り
な
が

ら
貸
付
事
故
防
止
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　

平
成
30
年
１
月
か
ら
は
、
償
還
利
率
を
１
・

９
％
に
引
き
下
げ
ま
し
た
の
で
、
物
資
供
給

事
業
を
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

※
物
資
供
給
事
業
に
つ
い
て
は
、
16
Ｐ
及
び

別
冊「
平
成
30
年
度
物
資
供
給
事
業
契
約
業

者（
指
定
店
）名
簿
」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

物
資
経
理

●平成30年度事業の概要

販 売 品 目

家庭用電気製品、家具、自動
車、自転車、自動二輪車、楽
器、図書、洋服、時計、貴金属、
眼鏡、ミニハウス、ストック
ハウス、住宅附帯設備、カメ
ラ、レジャー・スポーツ用品、
寝具、健康器具、石材

販 売 方 法 店頭・巡回・通信販売

利 潤 率 平均　0.72％

購入制限額 200万円

指 定 店 数 129店

月 賦 方 法 2月〜60月

債 務 保 証 官公庁等共済組合一般資金貸
付保険により行う

売上見込額 165,600千円

平成29年度平成30年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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平成29年度平成30年度 事業計画及び予算事業計画及び予算

（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

支払利息
21,545
（100.0％）

利息及び配当金
21,545
（100.0％）

21,545
（単位：千円） 

支出

21,545
（単位：千円） 

収入

（　）内は支出に占める割合 

（　）内は収入に占める割合 

支払利息
5,212
（100.0％）

利益及び配当金
5,212
（100.0％）

5,212
（単位：千円） 

支出

5,212
（単位：千円） 

収入

経
過
的
長
期

預
託
金
管
理
経
理

退
職
等
年
金

預
託
金
管
理
経
理

こ
の
経
理
で
は
、
全
国
連
合
会
か
ら
長
期
給
付
積

立
金
の
一
部
の
預
託
を
受
け
て
、
管
理
・
運
用
を
行
っ

て
い
ま
す
。

年
度
末
の
預
託
運
用
額
は
、
普
通
預
金
・
定
期
預

金
で
の
短
期
運
用
資
金
９
７
１
８
万
円
と
、
組
合
員

に
対
す
る
貸
付
金
の
資
金
と
し
て
の
貸
付
経
理
へ
の

貸
付
金
９
億
６
０
０
万
円
の
合
計
で
、
10
億
３
２
０

万
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
貸
付
経
理
へ
の

貸
付
資
金
を
賄
う
経
理
は
、
段
階
的
に
退
職
等
年
金

預
託
金
管
理
へ
移
行
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

な
お
、
運
用
収
入
２
１
５
０
万
円
は
、
全
額
を
全

国
連
合
会
へ
支
払
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。

こ
の
経
理
は
平
成
30
年
度
か
ら
新
設
さ
れ
た
経
理

で
、
長
期
給
付
事
業
（
年
金
業
務
）
を
一
元
的
に
処

理
し
て
い
る
全
国
連
合
会
か
ら
退
職
等
年
金
給
付
積

立
金
の
一
部
の
預
託
を
受
け
て
、
管
理
・
運
用
を
行

い
ま
す
。

年
度
末
の
預
託
運
用
額
は
、
普
通
預
金
の
短
期
運

用
資
金
５
２
０
万
円
と
、
組
合
員
に
対
す
る
貸
付
金

の
資
金
と
し
て
の
貸
付
経
理
へ
の
貸
付
金
16
億
７
５

０
０
万
円
の
合
計
で
、
16
億
８
０
２
０
万
円
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。

な
お
、
運
用
収
入
５
２
０
万
円
は
、
全
額
を
全
国

連
合
会
へ
支
払
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。

こ
の
経
理
は
、
財
形
住
宅
貸
付
事
業
に
係
る
資
金

の
貸
付
を
行
う
経
理
で
、
全
国
連
合
会
か
ら
資
金
を

調
達
し
て
事
業
を
行
い
ま
す
。

今
年
度
は
、
１
８
０
０
万
円
の
借
入
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。 財

形
経
理

（　）内は支出又は収入に占める割合 

保険料
18（16.5％）

支払利息
91（83.5％）

財形貸付金利息
91（82.7％）

利息及び配当金
1（0.9％）

当期利益金
1

保険負担金
18（16.4％）

収入
110

支出
109

（単位：千円）
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宿
泊
経
理

こ
の
経
理
で
は
、「
え
ひ
め
共
済
会
館
」

の
経
営
・
運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

え
ひ
め
共
済
会
館
で
は
、「
安
全
・
安

心
」
な
施
設
と
し
て
ご
利
用
い
た
だ
く
た

め
、
組
合
員
の
皆
様
へ
一
層
の
サ
ー
ビ
ス

に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

宿
泊
利
用
率
は
75
％
を
見
込
み
、「
ビ

ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
」、「
四
季
の
伊
予
路
プ
ラ

ン
」、「
年
金
者
連
盟
会
員
様
限
定
宿
泊
プ

ラ
ン
」
及
び
「
宿
泊
サ
ポ
ー
ト
プ
ラ
ン
」

な
ど
の
お
得
な
宿
泊
プ
ラ
ン
も
ご
用
意
し

て
お
り
ま
す
。
そ
の
他
に
も
、
お
食
事
処

「
旬
彩　

伍
縁
」
と
の
共
同
企
画
を
今
年

度
も
実
施
す
る
予
定
で
す
。

え
ひ
め
共
済
会
館
は
、
本
年
４
月
か
ら

８
月
ま
で
の
間
、老
朽
化
・

防
災
対
策
の
た
め
の
改
修

工
事
を
行
う
た
め
休
館
い

た
し
ま
す
。
９
月
１
日
か

ら
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
オ
ー

プ
ン
後
は
、
皆
様
に
よ
り

快
適
に
ご
利
用
い
た
だ
け

る
よ
う
職
員
一
同
努
力
し

て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
ご

理
解
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お

願
い
し
ま
す
。

な
お
、
９
月
１
日
以
降

の
ご
予
約
に
つ
い
て
は
、

休
館
中
も
午
前
７
時
30
分

か
ら
午
後
７
時
30
分
ま
で

承
っ
て
お
り
ま
す
。

●年間利用計画　　　　　　　　
宿　　　泊 宴集会

利用人数 9,230人
（組合員4,181人／その他5,049人） 849件

年間収入 37,537千円 18,951千円

部門
区分

商品仕入
210（0.1％）

光熱水料
14,514（5.4％）

委託管理費
17,378（6.5％）

施設収入
56,488
（20.2％）

その他
（賃借料など）
44,639
（16.0％） 修繕費

81,148
（30.3％）

その他
103,387
（38.6％）

職員給与・
旅費・事務費
51,037
（19.1％）

保健経理より繰入
21,000（7.5％）

貯金経理より
相互繰入
157.247
（56.3％）

（　）内は支出に占める割合 （　）内は収入に占める割合 

当期利益金
11,700

（単位：千円） 

収入
279,374

（単位：千円） 

支出
267,674

●えひめ共済会館宿泊料金表
客 室 タ イ プ 宿 泊 人 数 宿 泊 料 

洋室シングル（バスなし） 1人 1,164円（3,564円）
洋室シングル 1人 2,244円（4,644円）

洋室ツイン
1人利用 3,000円（5,400円）

2人利用 1人当たり 2,028円（4,428円）

洋室バリアフリールーム
1人利用 2,784円（5,184円）

2人利用 1人当たり 1,488円（3,888円）

和　　　室（定員2人）
1人利用 3,000円（5,400円）

2人利用 1人当たり 2,028円（4,428円）
3人利用 1人当たり 1,704円（4,104円）

●お得なえひめ共済会館宿泊プラン
宿 泊 プ ラ ン 宿泊料 内　　　容

ビジネスプラン
1泊朝食付
1,614円〜

（4,014円）〜
宿泊と朝食（バイキング形式）をセットにしたプランです。

四季の伊予路プラン
1泊2食付
4,700円

（7,100円）

宿泊と愛媛県産の旬の食材にこだわった夕食に朝食（バイキング形式）をセットにしたプ
ランです。

年金者連盟会員様限定
宿泊プラン

1泊2食付
6,600円

年金者連盟会員様を対象とした宿泊プランで、宿泊と愛媛県産の旬の食材にこだわった
夕食に朝食（バイキング形式）をセットにしたプランです。

宿泊サポートプラン
1泊2食付
2,600円

（5,000円）

学生の皆さんの各種イベントへの参加を応援するプランで、宿泊と夕食（2種類から選択）
に朝食（バイキング形式）をセットにしたプランです。
※10名様以上でご利用の小学生から大学生までが対象で、広間での宿泊利用となります。

備　考　１　組合員、一般の料金区分はありません。     
　　　　２　宿泊料（税込）は、えひめ共済会館利用助成額（1人1泊2,400円）を控除した後の組合員（公務出張は除く。）及び被扶養者の
　　　　　お支払い料金です。
　　　　３　（ 　）内は、助成金控除前の料金です。
　　　　４　チェックインは15時から、チェックアウトは10時です。
　　　　５　門限はありません。

平成29年度平成30年度 事業計画及び予算事業計画及び予算
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